
○飯塚市墓地等の経営の許可等に関する事務取扱要領 

平成24年3月30日 

飯塚市告示第123号 

第1 目的 

この要領は、墓地、埋葬等に関する法律(昭和23年法律第48号。以下「法」と

いう。)第10条及び飯塚市墓地等の経営の許可等に関する規則(平成24年飯塚市規

則第18号。以下「規則」という。)に関し必要な事項を定め、適切かつ円滑な行

政の執行を図ることを目的とする。 

 

第2 墓地等の経営の永続性及び非営利性の確保 

墓地、納骨堂及び火葬場(以下「墓地等」という。)の経営については、これら

の施設の性格上、永続性及び非営利性の確保の観点から、原則として、次に掲げ

る事項に従うものとする。 

1 経営主体 

(1) 地方公共団体 

(2) 宗教法人又は公益法人 

(3) 墓地等が災害の発生又は公共事業の実施に伴い移転する場合にあっては、

当該墓地等を現に経営している者 

(4) 既存の地区有(共同)墓地を変更する場合にあっては、墓地管理組合等当

該墓地を現に経営している者 

(5) 既存の地区有(共同)納骨堂を同一敷地内で変更し、又は改築する場合に

あっては、納骨堂管理組合等当該納骨堂を現に経営している者 

(6) 既存の個人墓地にあっては、当該墓地を承継する者 

2 敷地等 

墓地等の敷地は、原則として自己所有であり、かつ、抵当権等の制限物件が

設定されていないこと。ただし、やむを得ず借地等する場合にあっては、次の

とおりとする。 

(1) 許可後速やかに譲渡する旨の確約がある場合 

(2) 墓地等の敷地として使用させる旨の所有者の承諾書がある場合 

3 墓地の規模 

(1) 地方公共団体が経営する場合は、将来の計画等を考慮して必要な規模とす

ること。 

(2) 公益法人が経営する場合は、飯塚市及び近隣市町の墓地計画に合致し、墓



地需要予測に基づく必要な規模とすること。 

(3) 宗教法人が経営する場合は、檀信徒の数、利用希望者数等を考慮して必

要な規模とすること。 

4 資金計画等 

(1) 資金計画が健全であること。 

(2) 永代使用料及び管理料が妥当であること。 

例) 墓地の場合  

 

総事業費(用地取得費＋造成費＋借入金利等) 
永代使用料／㎡＝                      

墓地面積 
 

維持管理費＋減価償却費 
管理料／㎡＝            

墓地面積 

 

(3) 借入金については、金融機関以外の特定の者に集中していないこと。 

   例) 造成・開発業者、石材店等 

(4) 維持管理の方法が適切であること。 

 

第3 墓地等の設置場所及び構造設備の基準 

 1 墓地 

(1) 設置場所 

ア 住宅、学校、病院その他公衆の多数集合する場所（以下「住宅等」とい

う。）から100メートル以上離れていること。 

イ 河川、海又は湖沼に近接していないこと。 

ウ 飲料水を汚染しない土地であること。 

注1 制限距離を測定する場合は、墓地の区域の境界からの水平距離とす

る。 

2 住宅等には当該施設の敷地を含むが、敷地とは通常使用されている範

囲とする。 

(2) 構造設備 

ア 墓地を区別する障壁又は垣根は、墓地内にみだりに人や動物が出入りで

きない構造とし、周辺の環境に調和したものであること。 

イ 墓地内の通路は、コンクリート、石等で築造するか砂利を敷く等ぬかる

みにならない構造で、幅員は1メートル以上であること。 



ウ 雨水又は汚水の滞留を防止する排水設備を設けること。 

 2 納骨堂 

(1) 設置場所 

ア 墓地又は寺院、教会等の境内地であること。 

この場合において、境内地とは、宗教法人法(昭和26年法律第126号)第3

条第1項第2号から第7号までに規定する土地をいう。 

イ 納骨堂の周囲の空地は、建物の外壁から敷地境界までの距離が1メート

ル以上確保できること。 

(2) 構造設備 

ア 外壁及び屋根は耐火構造とすること。 

この場合において、耐火構造とは、建築基準法(昭和25年法律第201号)

第2条第7号に規定する鉄筋コンクリート造り、煉瓦造り等をいう。 

イ 出入り口の扉は、施錠できる構造であること。 

ウ 換気のための設備を設けること。 

3 火葬場 

(1) 設置場所 

ア 住宅等から250メートル以上離れていること。 

イ 規則第7条第2項に規定する「火葬場の主たる建物」とは、炉室を含む建

物とすること。 

注1 制限距離を測定する場合は、前記1の(1)注に準ずること。 

(2) 構造設備 

ア 火葬炉には、防じん、防臭の十分な能力を有する装置を設けること。 

イ 規則第8条第4号に規定する「その他必要な附属設備」とは、収骨室、遺

体保管室、残灰庫、便所、給水設備、ごみ処理設備等をいう。 

ウ その他前記１の(2)のアに準ずること。 

 

第4 申請書 

1 経営許可申請 

墓地等経営許可申請書(規則様式第1号)には、次の書類を添付して提出する

こと。 

(1) 墓地等の周囲250メートル以内にある道路、河川、海、湖沼及び住宅等の

位置並びにこれから墓地等までの距離を示した見取図 

(2) 墓地にあっては、その区域を明らかにした図面及び墳墓、道路、障壁等の



配置図 

(3) 納骨堂及び火葬場にあっては、建物の平面図、立面図、構造仕様書及び配

置図 

(4) 墓地等の敷地に係る登記事項証明書及び字図の写し 

注 土地の一部を墓地等の敷地とする場合は、原則として地積変更登記を要

すること。 

(5) 墓地等の敷地の丈量図 

(6) 墓地等の敷地が借地である場合は、その所有者の承諾書 

(7) 申請に係る詳細な理由書 

(8) 法人(地方公共団体を除く。)にあっては当該法人の規則、寄附行為又は

定款及び登記事項証明書、墓地管理組合にあってはその規則又は組合員名簿 

(9) 申請地に係る関係法令による許可書、許可書等の写し又は申請書の写し 

(10) 規則第11条第2項第8号に規定する「その他市長が必要と認める書類」と

は、次のとおりとする。 

ア 墓地の維持管理の方法を記載した書類 

イ 資金計画書 

注 資金計画書には、申請者の残高証明、金融機関の融資証明等を添付す

ること。 

ウ 墓地需要見込調書 

エ 墓地使用料及び管理料を算定した書類 

2 変更許可申請 

墓地等変更許可申請書(規則様式第2号)には、次の書類を添付して提出する

こと。 

(1) 変更の内容を明らかにした図面 

(2) 墓地又は納骨堂にあっては、改葬の必要性の有無及びその内容(基数、改

葬年月日等)を記載した書類 

(3) その他前記１の(1)から(10)までに規定した書類 

ただし、墓地等の区域又は施設を縮小する場合にあっては、前記1の(1)、

(6)、(8)及び(10)に規定した書類は、省略することができる。 

3 廃止許可申請 

墓地等廃止許可申請書(規則様式第3号)には、前記1の(4)、(7)及び2の(2)に

規定した書類を添付して提出すること。 

 



第5 基準の緩和 

1 墓地等の設置場所及び構造設備は、規則第3条から第8条までに規定する基準

に従うものであるが、墓地等が、災害の発生及び公共事業の実施に伴い移転す

る場合又は特別な理由がある場合であって、かつ、公衆衛生及び公共の福祉の

見地から支障がないときは、墓地等の設置場所及び構造設備の基準を緩和する

ことができる。 

2 規則第9条に規定する「公共事業」とは、国若しくは地方公共団体の負担又は

国の補助により実施する公共的な建設事業及び施設の改良事業をいう。 

例) 道路法(昭和27年法律第180号)に基づく道路新設整備事業 

土地改良法(昭和24年法律第195号)に基づく土地改良事業 

3 規則第9条に規定する「特別な理由」とは、概ね次のとおりとする。 

(1) 既存の墓地等の経営者を変更する場合 

(2) 同一敷地内における納骨堂又は火葬場を改築又は変更する場合 

(3) 墓地等の設置が、住民の宗教感情に適合し、公衆衛生上必要である場合 

 

第6 事務処理 

1 申請 

(1) 許可申請に際しては、申請者が計画地の隣接地の所有者及び使用者、近

隣住民に対し計画概要を説明し、これらの理解を得るよう指導すること。 

(2) 他の法令により許可等を要する場合は、原則として申請前にそれらの許

可等を受けておくように指導すること。 

注 他の法令とは、おおむね別表のとおり 

(3) 申請は、原則として工事着手前に行い、許可後に工事に着手するよう指

導すること。 

2 審査 

(1) 審査に当たっては、法の趣旨に照らし、墓地等の永続性及び非営利性が

確保されるよう留意すること。 

(2) 申請書は、規則及びこの要領に適合するものであること。 

3 受理等 

所定の要件を備えているものは、収受印を押して受理すること。 

4 現地調査 

申請書を受理したときは、設置場所の基準等必要な事項について現地調査す

ること。 



 

第7 届出書等 

 1 みなし許可に係る届出 

   みなし許可に係る届出は、みなし許可に係る届出書(規則様式第7号)によるこ

と。 

 2 工事の完了届出等 

   工事の完了届は、墓地等工事完了届出書(規則様式第8号)によること。 

  (1) 届出書を受理したときは、現地確認をすること。 

  (2) 土地の形状等のやむを得ない理由により許可内容と相違が生じた場合は、

記載事項の変更届を提出させること。ただし、墓地の区域又は納骨堂若しく

は火葬場の機能に著しい相違が生じるときは、経営許可を要すること。 

  (3) 墓地にあって、許可区域を数期にわたり工事をし使用する場合は工期ごと

に工事完了届を提出させること。 

 3 記載事項の変更届 

   申請書に記載された事項に変更が生じた場合は、経営者にその旨を記載した

変更届を提出させ、必要に応じて現地確認をすること。 

 4 提出部数 

  (1) 提出する書類は、正本及びその写しとすること。 

附 則 

(施行期日) 

1 この告示は、平成24年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この告示の施行の日の前日までに福岡県の墓地等の経営の許可等に関する事務

取扱要領に基づきなされた手続その他の行為は、それぞれこの告示の相当規定に

よりなされたものとみなす。 

 

 



（別表） 

根拠法令等名称 条項 規制の内容 

建築基準法 

第6条 
建築物の建築等に関する確認が必要な場合は、

建築確認を要する。 

第51条 

火葬場を設置しようとする場合で都市計画によ

り決定されないものについては、建築許可を要

する。 

都市計画法 第29条 
建物の建築を伴わない１ha以上の墓地の新設・

拡張は、開発許可を要する。 

宅地造成等規制法 第8条 
宅地造成工事規制区域内における造成工事は、

許可を要する。 

森林法 

第 27 条

第1項 

第25条第1項に規定する保安林の区域内におけ

る墓地等の造成は、保安林の指定解除を要する。 

第 10 条

の2 

第5条第1項に規定する地域森林計画の対象民有

林の区域内における１haを超える墓地等の造成

を行う場合は、開発行為の許可を要する。 

第10条 
第5条第1項に規定する地域森林計画の対象民有

林の立木を伐採する場合は、届出を要する。 

農地法 
第4条 

第5条 

第2条第1項に規定する農地に、墓地等を新設・

拡張しようとする場合には、農地転用の許可を

要する。 

自然公園法 

第 17 条

第3項 

第17条第1項に規定する国立公園又は国定公園

の特別地域内に墓地等を新設・拡張しようとす

る場合は、許可を要する。 

第 20 条

第1項 

第20条第1項に規定する国立公園又は国定公園

の普通地域内に墓地等を新設・拡張しようとす

る場合は、許可を要する。 

国土利用計画法 

第 14 条

第1項 

第12条第1項に規定する規制区域内において、所

有権・地上権等の権利の移転又は設定を行う場

合は、許可を要する。 

第 23 条

第1項 

第23条第2項に規定する土地について土地売買

等の契約を締結する場合は、届出を要する。 

 

 

 


